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▽基本方針  

  

2026 年度は、年明けの衆院選で大勝した高市早苗政権が経済、安全保障、さらに

は憲法改正に向けてどのような政策を進めるかが最大の焦点となる。また力による外

交を推し進める米国のトランプ政権の対中、対ロ政策、さらには米国や中国にくすぶ

る経済不安を震源とする国際市場の動向も注目点だ。 

メディア界では、昨年来続く SNS によるオールドメディアへの批判、データジャ

ーナリズムなど新たな取材・編集手法への取り組み、新聞各紙の部数減対応が課題と

なる。 

新聞通信調査会はこうした状況の中で、設立目的である「新聞通信事業の発展に寄

与する」プロジェクトを継続、深化させるとともに、ジャーナリズム活性化に向けた

試みを支援する事業を積極的に推進する。 

 26 年度の予算総額は、前年度並みと見立てた ETF の運用収益に加え、積立金の取

り崩し益などが数千万円あることから事業規模をやや拡大する。シンポジウムや特別

講演会を引き続き年 2 回開催する。 

基幹事業である月刊誌「メディア展望」については、「SNS と選挙」などその都度

のジャーナリズムの課題に即したテーマをより機動的に取り上げることを目指す。 

以上を基本方針とし、2026 年度事業計画を策定した。 

 

【Ⅰ】新聞通信事業に関する調査研究及び資料収集（公益目的事業 1） 

1. 調査研究 

①メディアに関する世論調査 

各メディアに対する読者や視聴者の信頼度を調べる「メディアに関する全国世論

調査」を本年度も実施する。2008 年度から始めた調査で、本年度は 19 回目とな

る。全国の 18 歳以上の 5000 人を対象に訪問留置法で行い、結果は記者発表するほ

か『メディア展望』やホームページで紹介する。 

 

②対日メディア世論調査 

米国、英国、フランス、韓国、タイ、ロシアの 6 か国を対象とした「対日メディ

ア世論調査」を本年度も実施する。 

 

③報道実務家フォーラムへの研究委託 

  全国の記者らが会社組織を超えて取材ノウハウなどを交換する NPO 法人・報道実 

務家フォーラムに過去 1 年の成果について報告を求め、その結果を「メディア展

望」と財団ホームページに掲載する。 
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2．資料収集 

同盟通信社が学校や事業所向けに配信した掲示用写真ニュース「同盟通信写真ニュ

ース」など同盟、新聞聯合関係の歴史的資料や内外のメディア関係資料の収集を継続

する。 

【Ⅱ】 新聞通信事業に関する講演会及び研究会の開催（公益目的事業 2） 

１．講演会 

①月例講演会 

原則として毎月、日本記者クラブで開催する。講師は報道機関の記者、デスク、部

長、編集委員、論説委員らを予定している。講演内容は『メディア展望』でも紹介す

る。 

 

②特別講演会 

参加者を 300 人規模まで増やした拡大講演会で、本年度も前年度に引き続き年 2

回開催する。会場は東銀座の時事通信ホールを予定している。 

    

２．シンポジウム 

前年度に引き続き年 2 回とする予定。会場参加とオンライン参加の併用形式で開

催する。 

【Ⅲ】新聞通信事業に関する研究発表及び普及啓発（公益目的事業 3） 

１．研究発表・書籍・冊子などの刊行 

①『メディア展望』 

本年度も毎月発行を予定。各号 40 ㌻から 48 ㌻。発行部数は 2050 部を基本とす

る。ホームページには最新号とバックナンバーをアップする。メディア業界で起き

た事案・事件などに即時に対応できる編集を目指す。前年度に構築したスマホでの

閲覧環境も整備する。 

 

②出版補助 

メディア専攻の学者、ジャーナリストらの論文、評論など研究成果物の出版を補

助する事業は本年度で 11 年目となる。引き続き、価値ある作品の発掘に努め、補助

する。 

 

 ③調査報道ハンドブック刊行 

  24 年度に刊行予定だった調査報道に関するハンドブックは執筆が遅れたため 26 年

度に刊行する。「裁判ハンドブック」「オープンデータ活用ハンドブック」「情報公開
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制度活用ハンドブック」「記者のための災害前線報道ハンドブック」に続く現役記者

向けの第 5 弾を予定。 

 

２．普及啓発事業 

①報道写真展 

26年 2 月に東京・汐留で開催した「食の戦後史～飢餓、飽食、美食」展に続いて

年度後半に都内で開催する予定。 

 

②アーカイブ 

通信社ライブラリーが所蔵する同盟関係の資料をデジタル化し、デジタルアーカイ

ブでの公開を進める。 

 

③通信社ライブラリーの資料充実 

引き続き資料、書籍の充実を図る。 

 

④ボーン・上田記念国際記者賞 

国際報道を通じて国際理解の促進に顕著な功績のあった記者を表彰する「ボー

ン・上田記念国際記者賞」を本年度も授与する。 

 

【Ⅳ】その他この法人の目的達成に必要な事業 

 

▽メディアリテラシー推進校を表彰 

時事通信社が主催、文科省が後援している「教育奨励賞」事業に本年度も参画、

当財団は、メディアリテラシー教育に力を入れている小中高校に「特別賞」を授与

して表彰する。 

 

以上 


